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要 旨 
 
１．研究背景 
東アジアでは de facto（事実上の）の経済統合が進んでいる1と言われている。これは制
度が優先した EU などの地域経済統合に対して、東アジアでは市場が主導したことを意味
する。東アジアにおいて FTA 網が進展し、その中心（ハブ）となっている ASEAN
（Association of Southeast Asian Nations：東南アジア諸国連合）が自由貿易地域（AFTA）
を深化させたことが、東アジアにおける実質的地域統合をより強化した。地域経済統合体
としての ASEAN10 カ国は総人口が約 5 億 9 千万人であり、名目 GDP は約 1 兆 8,000 億
ドル（2010 年）に達する。 
これに対して、GMS（Greater Mekong Subregion: 大メコン圏、拡大メコン経済圏）は
先進国や近隣諸国の援助、経済協力を得ながら地域の一体化をめざしてきており、サブリ
ージョナルな協力枠組みの 1 つである。構成国はタイ、ベトナム、カンボジア、ラオス、
ミャンマー、中国雲南省、広西チワン族自治区のメコン川流域諸国 5 カ国 2 地域であり、
中国 2 地域以外は ASEAN 構成国と重複している。GMS は、総人口が約 3 億 2,000 万人、
名目 GDP は約 6,900 億ドル（2010 年）であり、一人当たり GDP は ASEAN の約 3,100
ドルに対して GMSは約 2,100 ドルにとどまる。メコン地域は 10 以上にのぼる協力枠組み
の多さを称して「メコン・コンジェスチョン」などと呼ばれ、重層的な経済協力枠組みが
存在する。その中で ADB（アジア開発銀行）主導による 1992 年以来の GMS プログラム
はインフラ整備を中心に展開し、この地域においては最大の経済協力の枠組みとなった。 
それ以外の枠組みでは最も古いメコン川委員会（MRC）、ASEAN メコン川流域開発協力
（AMBDC）、ASEAN 統合イニシアティブ（IAI）などがある。 
ASEAN 先行加盟国においては「集団的外資依存輸出指向型工業化戦略」2が導入され、
電機・電子、機械、自動車などの製造業を中心に、外国投資による産業集積形成と輸出主
導の経済成長を達成した。これに対して内乱などで経済成長の遅れた CLMV（カンボジア、
ラオス、ミャンマー、ベトナム）とは大きな格差が生じた。CLMV 格差是正の動きは、GMS
プログラムが先行し、ASEAN では CLMV が ASEAN に加盟後の 2000 年に提唱された前
述の ASEAN 統合イニシアティブ（IAI: Initiative for ASEAN Integration）によって本格
化した。ASEAN、GMSの両枠組みの CLMV 問題へのアプローチは近いが、地域経済統合
を目指している ASEAN にとって CLMV の存在はより大きな意味を持っている。 
GMS プログラムは、投資金額的にもプロジェクトの中に運輸・交通の占める割合が極め
て高いが、1992 年頃の状況としてインドシナ半島における長期に渡る戦争、紛争によりダ
メージを受けている交通網を改善しなくてはならないとの考え方があった。GMSプログラ
ムのフラッグシップ・プロジェクトには経済回廊の建設が入っており、東西経済回廊、南
                                                   
1 渡辺利夫編[2004]『東アジア市場統合への道－FTA への課題と挑戦』勁草書房、p.9。 
2 清水一史[2009]「世界経済の構造変化とASEAN経済統合」石川幸一、清水一史、助川成也編著[2009] p.3。 
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北経済回廊、南部経済回廊の 3 ルートが一般的に認知されている。経済回廊はハード建設
が進んでいる一方、越境を円滑化させるためのソフト整備が遅れており、陸路による越境
のロスを減らすことに遅延が生じている。こうした物流インフラ整備などの取り組みは、
生産拠点として、あるいは消費市場としての GMS を一体化することが目的の一つであり、
それによる外資誘致が経済成長の引き金になると考えられている。 
現状の GMS は、7,000 社と言われる日系企業の進出がおこなわれているタイや、CLMV
から唯一中進国入りをしたベトナムを筆頭に経済発展が進みつつある。GMS は生産拠点と
してだけではなく、購買力の高まる消費市場としての魅力が高まっている。本論は一大経
済圏となりつつある GMS における日系グローバル企業の企業投資行動を中心に論じるも
のである。本論における主要な論点は、GMS における産業の集積と分散である。この地域
の産業集積は、GMSに進出し各国の経済成長に貢献した日系グローバル企業が裾野産業を
ともなって形成された。このような集積がおこなわれた背景と、現在進行している域内で
の企業の生産拠点の再編や分散の要因、さらにそれにともなう企業戦略と行動について企
業の実証的な調査を元に論じている。 
 
２．問題の所在 
 本論の問題意識は、GMS 域内における産業の集積と分散がどのように起きているかにつ
いて実証的な分析をおこなうことである。そのため、日系企業を事例としたフィールドワ
ークを含めた実証的な分析をおこない、実証的な分析を踏まえた整理と評価をした上で、
フラグメンテーション理論の適用性について論じている。フラグメンテーション論は狭義
の工程間分業論から拡大されて、現在では主にアジアにおける経済発展論の説明にまで展
開されている。工程間分業原理に基づくフラグメンテーション論が国際貿易の有力な理論
として注目を集めているにも関わらず、現状では企業研究、地域研究からの包括的な実証
的な検討はまだ見られない。 
本研究の中核的課題は、進出日系グローバル企業の実証的な分析を踏まえた考察から、
①GMS における企業の集中と分散の要因の整理、②GMS 域内日系グローバル企業の工程
間分業の状況と可能性、③フラグメンテーションの 2 類型（市場開拓型、コスト削減型）
に対する、日系グローバル企業の志向、④業種別の産業集積と「距離」の GMS 域内におけ
る基準、という 4 つに整理することができる。 
先行研究としては以下のものがあげられる。東アジアの国際貿易の急激な拡大と、国際
分業の進展についてのフラグメンテーション理論は、Jones and Kierzkowski[1990]、
Hanson[1997]、Deardorff[2001]などと、これらの理論を拡張させた木村[2003,2004,2006,]、
木村・安藤[2006]、若杉[2003a,2003b,2007]などがある。この議論に大きな関連のあるアグ
ロメレーション論は、空間経済学、経済地理学からのアプローチとして Krugman[1998], 
Fujita, Krugman, and Venables[1999]、藤田[2005]などがある。 
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東アジアでは ASEAN が中核的な地域経済統合体となり、その域内自由貿易協定である
AFTA が深化したことが重要であるが、これについては、石川
[2006,2009b,2009c,2009d,2010a,2010b]、清水[1998,2009,2010]、助川[2009]、馬田・浦田・
木村[2005]、青木[2003,2005]、Hew[2005,2007]、Severino[2006]、Nesadurai[2003]など
がある。 
GMS プログラムと、中国 2 地域を含めた陸路越境交通システムの構築と運用、国境貿易
と国境経済圏の形成については ADB[2001,2004,2007a,2007b,2007c,2008a,2008b]、石田
[2005,2010]、藤村[2006,2010]などに詳しい。また人種、言語、文化などが多岐に渡ること
から、この地域の人文学的研究と交通、経済などの学際的アプローチの視点からは末廣
[2009,2011]、白石[2006,2007]などに詳しい。GMS および東アジアの国際分業の研究とし
ては経営学、多国籍企業論の見地から、天野[2005]、大木[2008]、藤本・天野・新宅[2007]、
洞口[2002]などがある。 
 
３．研究目的と研究手法 
 本論の研究目的は、GMS において日系企業の進出による産業集積の形成がどのようにな
され、また工程間分業を含めた拠点の分散がどのように具体的におこなわれているかの実
証的な分析である。さらに実証的な分析を踏まえ、フラグメンテーション理論がどのよう
に適用可能であるかを検討することである。このテーマを実証的に確かめるためには、影
響の大きい日系グローバル企業を分析対象としている。この分析においては、国家間の貿
易・投資を中心とした多面的検討と企業レベルを中心とした検証をおこなっている。 
 分析対象を取り巻く環境については、地域的な背景となる ASEAN 地域経済統合と GMS
地域経済協力、GMS経済回廊の整備による越境交通の円滑化に関する分析、調査が必要で
あるが。ここでは文献研究に加えて GMS 経済回廊の 2 回の現地走行調査（南北経済回廊お
よび南部経済回廊）をおこなうことにより、道路網の整備状況およびそれを利用すると考
えられる企業物流の状況と可能性について知見を得ることができた。 
 次に GMS における貿易と投資の活性化については、ASEAN 事務局、国連貿易統計、各
国政府などの統計、文献研究を中心におこない、可能な限り一次資料による定量的分析を
加えた。経済主体レベルの分析対象となる企業の立地行動については、文献研究に加えて
（株）東芝、日産自動車（株）の 2 グループに対する日本本社および生産拠点、現地生産
会社 2 社、また現地情報入手のため、その他進出日系企業、総合商社、JETRO（日本貿易
機構）、JBIC（国際協力銀行）、現地政府機関などにおいて、都合 20 回以上の定性的ヒア
リングを中心としたフィールドリサーチをおこなった。 
 上記の枠組みで貿易・投資および企業経営を中心とした実証的な分析をおこない、さら
に現在形成されている産業集積と企業立地の分散の事例も含めた検討により、これらの要
因を整理、評価することを試みた。事例としてあげた自動車、電機電子産業という 2 大産
業は日本、現地側の双方において主要な産業集積を形成している。GMS における産業集積
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の業種別の特性が「距離」という点から表され、産業集積とその分散であるフラグメンテ
ーションという相反する現象が、いくつかの条件下において実際には相互作用をもって機
能していることを明らかにすることも目的の一つである。これらは実証的分析の少ないと
いわれるフラグメンテーション理論への実証的アプローチであり、本論の大きな特徴と独
自性である。 
 
４．本論の構成と概要 
本論は 4 部から構成されている。本論の課題と分析枠組みを設定することを目的とした
第Ⅰ部においては、第 1 章で本論の目的と方法を述べた後、第 2 章においては、本論の主
題の一つでもあるフラグメンテーションの概念の説明から、日本および欧米の研究者の間
でこの理論に関してどのような解釈と発展がおこなわれているかを明らかにする。Jones, R. 
W. and Kierzkowski H.[1990]によれば、フラグメンテーション（fragmentation）とはも
ともと１カ所で行っていた生産工程を複数の生産ブロックに分解し、各生産ブロックをそ
れぞれに適した場所に分散・立地させることを指していた。これが若杉[2003a,2003b,2007]
では、FTA の推進は新しいタイプの国際貿易の拡大を助けることになり、ASEAN などの
地域経済統合はフラグメンテーションを促進することになるため、東アジアにおいてはフ
ラグメンテーションの一大実験場になっているとの主張がされた。さらに木村・安藤[2006]
では距離の概念と取引の形態から理論の拡大をはかり、2 次元のフラグメンテーションを提
示している。またフラグメンテーション論と対照をなすアグロメレーション論は、企業立
地論から Vernon[1966]は、多国籍企業研究に基づくプロダクト・サイクル（PC）理論を提
唱し、同時に中心（Core）、周辺（Periphery）問題についても提起した。そして新しい経
済地理学、空間経済学が、Fujita, Krugman, and Venables[1999]などの研究とともに現れ、
集積が利益をもたらすという「規模に関する収穫逓増」が国際貿易理論にも組み込まれた。 
ここでは日系企業の事例研究による GMS 域内の産業の集積と分散、またフラグメンテー
ション理論の適用性が本論の課題であることを述べた。特に東アジアにおけるフラグメン
テーションの実証的な先行研究が限られていることが本研究の独自性であることを示して
いる。 
第Ⅱ部では、ASEAN、GMS の地域統合、経済協力の枠組みとサブリージョナル化を論
じている。この地域における政治、経済に関する多様性と複雑さ、ASEAN の地域経済統合
の進行と産業政策、FTA の影響について示した。これにより GMS の開発は ASEAN の域
内統合・協力と不可分な関係で進められていることを再確認し、GMSを取り巻く環境を幅
広く分析した。東アジアにおける ASEAN の存在がより大きくなりつつある中で、重層的
なサブリージョナルの枠組みは ASEAN の地域統合を補完し、東南アジアにおける秩序の
重要な要素となっている。第 3 章で世界の地域経済統合体と ASEAN、GMS についてその
位置付けを示す。さらに重複する国のある ASEAN と GMS 各国の基礎経済指標の比較をお
こない、メコン地域における重層的な経済協力枠組みの存在があることを整理する。第 4
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章では、ASEAN に焦点をあて、2015 年に形成が予定されている ASEAN 経済共同体
（ASEAN Economic Community: AEC）への取り組みと 4 つの特徴3などと、1970 年代か
ら今までの ASEAN 統合の主な動きを確認する。また清水[1998,2009,2010]に述べられた
「集団的外資依存輸出指向型工業化戦略」の言葉に集約される、ASEAN 通商産業政策の紆
余曲折にも触れる。さらに前述の CLMV との格差是正問題であるが、これはベトナムの中
進国入りにともない CLM 問題になりつつある。その解決にはタイを中核とした FDI と技
術の「雁行形スピルオーバー」が必要である。また大泉[2007]が指摘した東アジアにおける
少子高齢化の問題であるが、ASEAN 各国でも一部で高齢化が進んでいる。この人口構成に
関する ASEAN 各国の状況を論じる。第 5 章では、ASEAN 自由貿易地域（AFTA）の歩み
と深化について論じ、さらに東アジアにおける ASEAN を中心とした中国－ASEAN
（ACFTA）、韓国－ASEAN（AKFTA）、日本－ASEAN（AJCEP）、ASEAN－インド（AIFTA）、
ASEAN－豪州・ニュージーランド（AANZFTA）といった ASEAN を中心とした FTA が
結ばれ、ASEAN をハブとし各国との FTA をスポークとした ASEAN＋1FTA の体制に至
るまでの概要を述べる。石川[2009b]は、日系企業のAFTAの利用が着実に進んでいる点と、
増えている多国間および二国間 FTA 数と複雑さによる大きな混乱が起きていないことを指
摘した。第 6 章では、GMS プログラムの発足がメコン地域の開発を促進していること示す
ために、このプログラムの枠組みや目的などについて論じる。さらに GMSプログラムが交
通インフラ整備重視となっており、その象徴でもある GMS 経済回廊整備ではハード建設が
進む中で、越境交通協定（CBTA）の実施と ASEAN 大で取り組んでいる電子通関システム
である ASEAN シングルウィンドウ（ASW）の遅れの問題を抱えていることを示す。第 7
章では、メコン地域と中国との地政学的な関係をとりあげ、中国の基本的対外戦略を論じ
る。中国による「南進」の政治経済的な意図が、インド洋への進出、周辺国との安全保障
問題、西部大開発による中国国内の格差是正問題、天然資源と中国製品市場の確保、など
にあることを論じる。末廣[2011]は、中国の対外経済戦略を貿易・援助・投資・対外経済合
作の「四位一体体制」であると指摘している。さらに中国と ASEAN との FTA である 2002
年に包括的経済協力枠組協定が調印された ACFTA を例として示し、アーリーハーベスト措
置などによって ASEAN 側のメリットを出し、中国は ASEAN 側の警戒を解く戦略をとっ
たことを示す。 
第Ⅲ部では、自由化の進む貿易、投資の側面から ASEAN、GMS を論じることを目的と
し、第 8 章で貿易面から ASEAN 各国の比較優位から見た競争力分析をおこなうため、顕
示比較優位指数（RCA）を利用して工業製品を中心とした輸出の時系列的な推移とその変
化の理由について論じる。ここでは輸出競争力の指標として用いられるベラ・バラッサの
RCA 分析の成長産業と衰退産業の区別がつかない欠点を、これに輸出額を組み合わせ時系
列で示すことで補い、当該国の輸出産業の成長と他国の輸出産業の推移の比較を可能にし
ている。第 9 章では、ASEAN 各国の工業発展段階の推移を示すことを主目的として、貿易
                                                   
3 石川[2009a] p.4、ASEAN 事務局。http://www.aseansec.org/5187-10.pdf 
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特化指数を利用し長期の時系列的な分析をおこなう。データの不足している CLM3 カ国に
ついては短期的、定性的な分析をおこなう。ここでも貿易特化分析に輸出入額を加えるこ
とで産業の成長・衰退がわかるようにし、経済発展段階に沿った輸入、輸入代替、輸出の
推移が数量的にも示されるようにした。第 8 章、第 9 章の分析により、ASEAN 先発加盟国
を中心に工業品輸出を成長の原動力とした産業構造の変化と、先発国から後発国への産業
の移動について統計上から確認をおこなった。第 10 章では、日本と中国の 2カ国が ASEAN
各国へ直接投資をおこなっている状況を比較し、貿易結合度、直接投資結合度を 2 軸で表
現することで、日本、中国の ASEAN 各国との貿易・投資関係の差異を示す。ここでは従
来単独で用いられる貿易結合度、投資結合度をマトリックスにし、時系列で示すという手
法を初めて使用した。これにより日本と中国の ASEAN 諸国との緊密度の差異、特に CLM3
カ国に関しての対照性を確認することができた。 
 第Ⅳ部では、日系グローバル戦略と GMS における産業の集積と分散を論じることを目的
とし、第 11 章で日系企業の増大する海外進出を概観し、GMS と ASEAN への進出企業数、
雇用者数などから各国への進出状況の違いがあるが、製造業に関してはタイへの集中が明
らかであることを示す。第 12 章では、日系自動車産業に焦点をあてタイを中心とした自動
車各社の拠点展開と、バンコク圏におけるサプライヤーを含めた集積の形成状況、さらに
ホンダ、日産を例として両社のアジア戦略から AICO、AFTA を利用した域内分業ネットワ
ークの構築などについて論じる。比較した結果、ASEAN 域内の部品生産分業についてはホ
ンダ（およびトヨタ）が積極的であるのに対して、日産ではその利用度が低いという対照
性を示した。第 13 章では、日系電機電子産業について東芝のアジア展開の事例を示し、自
動車産業に比べて生産拠点の移動性と再編の可能性の高い電機電子産業の状況を論じる。
ASEAN 各国における撤退、他国移管などの事例も電機電子産業では非常に多く見られるこ
とを示した。第 14 章では、ASEAN 域内を中心に企業から見た生産拠点の再編・集中と分
散の要件を整理し、それぞれの可能性と限界を論じる。これは集中と分散のトレードオフ
でもあり、カントリーリスクへの対応という安全性の観点についても示した。第 15章では、
GMS 経済回廊整備が企業物流に及ぼす影響をルート別に示し、またその問題点などを論じ
る。CBTI（越境交通インフラ）である経済回廊は、当面利用度が上がる方向であるが、将
来はモーダルシフトによって陸路による輸送は頭打ちになる可能性を示した。第 16章では、
自動車産業、アナログ的電機電子産業、デジタル的電機電子産業の 3 つの業種別に製品ア
ーキテクチャーが異なることから、産業集積別の「距離」が異なることを論じる。GMS に
おいて越境フラグメンテーションがおこなわれることを想定した場合、陸路の輸送距離
500kmが分岐点であるという暫定的な数値を得たことを示した。 
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５．研究課題の結論 
第Ⅰ部の問題の所在において示した研究課題の結論は次のとおりである。まず①GMSに
おける企業の集中と分散の要因の整理については、貿易・投資の自由化が進みつつある現
在では集中（拠点再編）のメリットが強調される。しかし集中と分散のメリット、デメリ
ットはトレードオフの関係にもある。各社の戦略、各国の投資環境の違いにも左右される
が、ものづくりにおける規模の経済の追求、インフラ整備によるサプライチェーンの改善
といった集中を促す要因がある一方、労働集約的部門の「周辺」への移動は実務的困難が
ともない、あるいは途上国におけるカントリーリスクの想定外要因はグローバル企業にお
いても未対応であることが多く、2011 年のタイ大洪水などは企業に改めて分散の重要性を
認識させることになった。海外における企業の集中と分散の要件は数多く、本来企業にお
いてはその時点における最善の条件によって立地された生産拠点のポートフォリオと、事
業継続性のための安全度のバランスを考慮すべきものであることが、これらの要因を整理
したことで概ね示すことができた。 
さらにASEANの地域経済統合とGMSの地域経済協力も企業の集中と分散に大きな影響
を与えている。AFTA の深化による貿易自由化によって関税率が引き下げられ、域内の国際
的な調達と販売を多角化させ、さらに投資の自由化による過去の合弁比率規制の撤廃など
により、企業による域内立地の自由裁量が大幅に増えたことで、域内拠点の再編の動機に
つながるなどの企業戦略の変化があった。さらには ASEAN の産業通商政策もさまざまな
面から日系グローバルの立地に影響を与えていることがわかる。また GMSプログラムによ
る主に道路インフラの大規模な整備は、陸続きである GMS域内のヒト、モノの移動を促進
させることになり、島嶼部を含む ASEAN 以上に生産拠点、消費市場の一体化を進めるこ
とで外資誘致のための環境づくりがされた。これによって経済効果的には数十年の超長期
に渡ったとしても、GMS域内の複数の産業集積、あるいは東アジア大の広域の産業ベルト
の形成4に必要な基幹インフラが整備されつつある段階と解釈できる。 
②GMS 域内日系グローバル企業の工程間分業の状況と可能性については、現状において
は明確には起きていない。東アジア大におけるフラグメンテーションは、GMS のようなサ
ブリージョナルな枠組みで同じように起きるものではないと言える。これは地域経済統合
体である ASEAN においては、通商産業政策の一環として特定の業種において域内国際分
業が形成されることがあるが、経済協力枠組みである GMS ではそれが起きにくいことが理
由の一つである。また企業が生産拠点の拡大を必要としたいくつかの例外を除き、GMS域
内で労働集約的な部門を「周辺」である国境付近に分離する動きも限られている。「国境経
済圏仮説」に示された縫製業を中心とした小規模な国境産業のようなものにしか見られず、
メキシコのマキラドーラで見られた大規模な分業には発展していない。但し、例外として
                                                   
4 内閣府[2004]『地域活性化と雇用創出』p.4、原資料「空間経済学から見た国土交通政策」（国土交通政
策研究所における藤田昌久京都大学経済研究所教授講演録）
http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/minutes/2003/0217/item5.pdf 
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は中堅・中小企業が言語のほぼ同一であるタイとラオスの間で分業をおこなう動き、ある
いは積み出し港に近いベトナム、カンボジア国境の工業団地への進出など見られるが、労
働力人口の少なさ、日本人管理者の居住環境としての問題点、などの理由から日系大手企
業は現状積極的ではない。これは経営思想の違いによるものでもあり、総じて日系企業は
欧米企業と比較しても中央集権的であり、経営の現地化の遅れなどがこうした原因の一つ
である。 
③フラグメンテーションの 2 類型（市場開拓型、コスト削減型）に対する、日系グロー
バル企業の志向については、前述のように GMS 域内で労働集約的部門などを分離するコス
ト削減を目指した投資行動はグローバル企業では希である。これはフラグメンテーション
理論に従えば、工程を分割することによって発生するサービス・リンク・コストが分割に
よって得られるコスト削減より大きいと解釈される。また一方で ASEAN レベルで見た場
合、日系グローバル企業が現地市場を確保するための販売および生産拠点強化の動きが進
んでおり、とりわけ第Ⅳ部に示したように自動車産業に顕著に見られる。これは新興国に
おける消費市場の拡大を見込んだ市場開拓型の進出の意味合いが強い。さらに ASEAN ワ
イドの自動車部品相互補完ネットワークの分業体制は、前述のように「特殊なフラグメン
テーション」の位置づけがされるべきものであり、現時点の ASEAN、GMS 域内の全般的
な投資行動の中では市場開拓型がより積極的におこなわれていると見るべきである。 
④GMS 域内における産業集積とフラグメンテーションの「距離」の基準は、業種と製品
アーキテクチャーの特性を考慮すべきであることを示した。タイにおける自動車産業の集
積においては、日本における生産と同様、JIT 生産を前提として時間納入を実施するため完
成車工場とサプライヤーは密集を要求され、その距離は前述のように 100～150km 圏内と
考えられる。これに対してアナログ的電機電子製品産業のケースでは、GMS の地理的特徴
と経済回廊の整備などから 500km（以内）という暫定的な数値を得た。これは現状の GMS
のインフラ状況においては、トラック輸送による優位性は 500km を超えず、それ以上は海
上輸送が優位になることを意味する。しかし液晶 TV に代表されるデジタル的電機電子製品
については、その距離は大きく伸びる。これは製品の構成部品を製造する産業の規模の経
済のメリットがサービス・リンク・コスト、あるいは輸送費に比べて大きいことを意味す
る。このように業種と製品アーキテクチャーの特性を考慮すべきことは、産業集積理論、
フラグメンテーション理論の双方において重要であるが、考慮すべき変数はこれら以外に
もあると考えられる。 
これら本論の問題設定と結論を通じて、現状のフラグメンテーション論の議論について
次のような点を指摘したい。経済主体でありフラグメンテーションの分析対象である企業
の経営の面から分析すると、企業活動全般と生産拠点の配置決定はコストに関する優先度
が極めて高い。フラグメンテーションはその企業行動の結果の一つであり、企業経営者は
フラグメンテーション自体を意識することはまずない。企業の選択肢として考えられるの
は、①自社生産拠点の分割による工程間分業、でこれはオリジナルのフラグメンテーショ
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ンの発想に近い。次に②調達の多角化、コストダウンのための活動、でこれは国内外、あ
るいは企業グループ内外を問わずアウトソーシング的調達を利用しようとする。そのため、
ここでは企業内、企業間という区別はあまり意味をもたない。そして最後の段階として、
③地域統括や R&D などの部門の分離・分割というレベルがある。 
現状のフラグメンテーション論は実証的研究が乏しく、原理としては①が強調されてい
るが、実際国際貿易論などで議論されるのは②のレベルが中心であるという、混乱もしく
は誤解を招きやすい面が見られる。企業にとって①と②の違いは大きいという経営面から
の観点が欠落している。一方、Ando,M.,Kimura,F.,[2009]などに示されている、フラグメ
ンテーションと産業集積の併存という点は実態を表している。フラグメンテーション論と
産業集積論は一体で語られるべきであり、フラグメンテーション論のみに偏ることは片手
落ちになる。これらの統合的な理論を構築すべきであろう。 
 
６．今後の課題 
今回の研究を通じて、地域研究における実証的な分析と理論との融合については難しい
点がみられた。この両立については、より多くのケーススタディを積み重ねることが必要
である。またグローバル化した企業にとって、国籍の意味は次第に小さくなっており、企
業レベルのボーダーレス化は確実に進んでいる。地域経済統合の面からは、ASEAN 域内の
AFTA が深化し、ASEAN も一段と共同体に向けた動きを加速させている。ASEAN を中心
とした ASEAN＋1FTA の体制が構築されているが、将来は日本、中国、韓国による FTA
網の形成、TPP 参加国の拡大により、高度な貿易、投資の自由化が現実となるであろうこ
とから、そうした状況を加味した研究が必要とされる。 
さらに今後の研究課題としては、今回 GMSに進出した日系自動車産業、電機電子産業の
ケーススタディを行ったが、日系企業のプレゼンスは下がりつつあり、特に電機電子産業
において顕著である。日系企業に代わって台湾、韓国、中国企業などの市場シェアが高ま
りつつあり、GMS 域内における現地生産も拡大している。GMS あるいは ASEAN におけ
るこうした業種における研究をおこなうには日系企業研究のみでは不十分になりつつある
ため、今後こうした国籍の企業および地場企業についての検討を加えることが必須となる
だろう。 
 
